
医師確保対策の推進について  

 

 少子高齢化の進展、医療ニーズの多様化など我が国の医療を取り巻く環境が大き

く変化し、医師の業務が複雑化する中、医師の地域や診療科の偏在、開業志向によ

る病院勤務医の不足など、地域医療を支える医師不足が顕在化しているが、この深

刻化する医師不足は、へき地等の診療所だけではなく、地域の中核病院でも生じて

おり、地域医療が崩壊の危機にさらされている。 
 このような地域の実情を充分に理解の上、医師の地域偏在、診療科偏在を解消す

るため、次の事項について、実効性のある具体的な対策に取り組むことを強く要望

する。 

 
１ 医師不足地域における大学医学部の入学定員の増員を図るとともに、地域枠

の拡大を促進すること。 

 

２ 自治医科大学の入学定員の増員を図るとともに、原則、各都道府県一律とな

っている定員枠の弾力的な運用を図ること。 

 

３ 病院・診療所の管理者となる要件に、医師不足地域における一定期間の    

診療経験を付加するなど、強制力のある措置を講じること。 
 

４ 産科・小児科等の医師不足が特に深刻な特定診療科について、実効性のある

医師確保策を早急に策定すること。 

 

５ 病院勤務医や特定診療科における医師不足を解消するため、病院・診療所別、

あるいは診療科ごとの診療報酬の抜本的な見直しを行うこと。 

 

６ 医師の地域偏在を解消するため、全国的に医師の配置を調整する機能を整備

すること。 

 

７ 女性医師が継続して働くことができるよう就労環境の整備や職場復帰支援の

仕組みを整備すること。 
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